
平成 17年 3月期 個別中間財務諸表の概要

平成 16年 11月 18日

井関農機株式会社 上 場 取 引 所   ： 東・大

6310 本社所在都道府県 ： 東京都

(ＵＲＬ http://www.iseki.co.jp)

平成 16年 11月 18日 無

有 (1単元 1,000株)

１．16年 9月中間期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）

（1）経営成績 (金額の百万円未満は切り捨て)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

百万円 ％ 円 銭

① 期中平均株式数 16年9月中間期 218,708,917 株   15年9月中間期 221,305,354 株   16年3月期 221,640,088 株

② 会計処理の方法の変更 無

③ 売上高､営業利益､経常利益､中間(当期)純利益におけるパーセント表示は､対前年中間期増減率

（2）配当状況

円  銭 円 銭

（3）財政状態

百万円 百万円   ％ 円 銭

①  16年9月中間期 218,704,380 株   15年9月中間期 222,953,416 株   16年3月期 218,715,793 株

② 期末自己株式数  16年9月中間期   6,349,708 株   15年9月中間期   2,100,672 株   16年3月期   6,338,295 株

２．17年 3月期の業績予想（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 17年 3月 31日）

百万円  百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　8 円 69 銭 

※ 業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因により、

予想数値と異なる可能性があります。
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( 当 期 ) 純 利 益
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代 表 者
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営 業 利 益

役 職 名 財 務 部 長 氏 名
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△ 20.9
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224. 88
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対前年中間期
比較増減(△)

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 金    額 構成比

％ ％ ％ 

Ⅰ 71,958 52.9 64,566 50.9 7,392 76,608 54.9 

3,345 15,183 △ 11,837 5,453 

25,319 12,729 12,590 21,449 

11,407 10,848 558 13,040 

12,119 15,313 △ 3,193 15,375 

17,929 8,563 9,366 19,014 

2,105 2,122 △ 16 2,509 

△ 268 △ 193 △ 74 △ 235 

Ⅱ 64,083 47.1 62,298 49.1 1,784 62,893 45.1 

35,223 25.9 35,793 28.2 △ 570 35,256 25.3 

3,523 3,719 △ 196 3,608 

3,635 4,093 △ 458 3,789 

25,642 25,511 131 25,511 

2,422 2,469 △ 46 2,346 

557 0.4 502 0.4 55 464 0.3 

28,302 20.8 26,002 20.5 2,299 27,172 19.5 

6,792 6,455 336 7,327 

19,116 17,268 1,847 17,418 

6,791 6,691 100 6,823 

△ 4,397 △ 4,412 14 △ 4,397 

136,042 100   126,864 100   9,177 139,501 100   

( 資 産 の 部 )

(単位 百万円)

流 動 資 産

前       　期
(平成16年3月31日)

当  中  間  期
(平成16年9月30日)

前 年 中 間 期
(平成15年9月30日)科　　　　　目

2. 無 形 固 定 資 産

機 械 及 び 装 置

土 地

そ の 他

3.投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

そ の 他

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

棚 卸 資 産

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

建 物

固 定 資 産

1. 有 形 固 定 資 産

中 間 貸 借 対 照 表

個 別 中 間 財 務 諸 表 等
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対前年中間期
比較増減(△)

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 金    額 構成比

％ ％ ％ 

Ⅰ 55,312 40.7 54,660 43.1 652 54,418 39.0 

19,961 17,264 2,696 19,324 

7,659 6,930 728 9,278 

13,660 19,166 △ 5,506 10,760 

564 615 △ 50 806 

8,105 7,509 596 9,890 

Ⅱ 30,096 22.1 22,066 17.4 8,030 34,584 24.8 

19,365 9,815 9,550 21,837 

7,131 7,131 ―  7,131 

1,422 1,550 △ 127 1,678 

157 144 12 167 

2,020 3,425 △ 1,405 3,769 

85,409 62.8 76,726 60.5 8,682 89,002 63.8 

Ⅰ 22,534 16.6 22,534 17.8 ―  22,534 16.1 

Ⅱ 12,244 9.0 12,244 9.6 ―  12,244 8.8 

10,744 10,744 ―  10,744 

1,500 1,500 ―  1,500 

Ⅲ 5,219 3.8 3,834 3.0 1,384 4,844 3.5 

5,219 3,834 1,384 4,844 

Ⅳ 10,696 7.8 10,696 8.4 ―  10,696 7.7 

Ⅴ 1,319 1.0 980 0.8 339 1,557 1.1 

Ⅵ △ 1,381 △ 1.0 △ 151 △ 0.1 △ 1,229 △ 1,378 △ 1.0 

50,632 37.2 50,138 39.5 494 50,499 36.2 

136,042 100   126,864 100   9,177 139,501 100   

5,361 

固 定 負 債

3,173 4,358 2,187 

当  中  間  期
(平成16年9月30日)

前 年 中 間 期
(平成15年9月30日)

前       　期
(平成16年3月31日)

(単位 百万円)

科　　　　　目

( 負 債 の 部 )

支 払 手 形

買 掛 金

1.中間(当期)未処分利益

1. 資 本 準 備 金

2. そ の 他 資 本 剰 余 金

流 動 負 債

資 本 剰 余 金

短 期 借 入 金

長 期 借 入 金
( 返 済 一 年 以 内 )

未 払 法 人 税 等

そ の 他

負 債 合 計

( 資 本 の 部 )

資 本 金

長 期 借 入 金

再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

中 間 貸 借 対 照 表

利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

そ の 他
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金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 金    額 百分比

％ ％ ％ 

Ⅰ 47,678 100   42,458 100   5,220 87,321 100   

Ⅱ 39,609 83.1 34,781 81.9 4,828 71,912 82.4 

8,068 16.9 7,676 18.1 391 15,409 17.6 

Ⅲ 6,857 14.4 6,372 15.0 484 12,977 14.8 

1,211 2.5 1,304 3.1 △ 92 2,431 2.8 

Ⅳ 1,260 2.7 1,263 3.0 △ 3 2,828 3.2 

330 294 35 963 

715 825 △ 109 1,587 

214 143 70 277 

Ⅴ 1,082 2.3 1,335 3.2 △ 253 2,738 3.1 

367 443 △ 76 775 

583 714 △ 131 1,347 

131 178 △ 46 616 

1,389 2.9 1,231 2.9 157 2,521 2.9 

Ⅵ 209 0.5 171 0.4 38 182 0.2 

7 13 △ 6 25 

201 62 139 62 

― 94 △ 94 94 

Ⅶ 83 0.2 142 0.3 △ 59 423 0.5 

44 73 △ 29 370 

39 68 △ 29 53 

1,515 3.2 1,260 3.0 255 2,279 2.6 

474 1.0 659 1.6 △ 185 937 1.1 

11 0.0 △ 176 △ 0.4 187 △ 446 △ 0.5 

1,030 2.2 777 1.8 252 1,788 2.0 

4,188 3,056 1,132 3,056 

5,219 3,834 1,384 4,844 

賃 貸 料

貸 与 資 産 費 用

法人税､住民税及び事業税

固 定 資 産 処 分 損

経 常 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

保 険 差 益

固 定 資 産 処 分 益

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他

営 業 外 費 用

特 別 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

売 上 高

売 上 原 価

営 業 外 収 益

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

販売費及び一般管理費

売 上 総 利 益

営 業 利 益

中間(当期)未処分利益

特 別 損 失

そ の 他

前 期 繰 越 利 益

税引前中間(当期)純利益

当  中  間  期
自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日科　　　　　目

(単位 百万円)

前 年 中 間 期
自 平成15年4月 1日
至 平成15年9月30日

前          期
自 平成15年4月 1日
至 平成16年3月31日

対前年中間期
比較増減(△)

中 間 損 益 計 算 書
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(１)有 価 証 券 

① 満期保有目的の債券…………………償却原価法 

② 子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法 

③ その他有価証券 

・時価のあるもの …………………中間決算末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部資本直入法により処理） 

・時価のないもの …………………移動平均法による原価法 

(２)棚 卸 資 産 

① 製品･販売用部品 ……………………総平均法による低価法 
② 原材料･貯蔵品 ………………………移動平均法による低価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(１)有形固定資産 

① 建 物 …定率法（但し、平成 10 年 4 月 1 日以降の新規取得建物(建物附属設備は除く)は、定額法） 

② 工 具 …定額法 

③ その他 …定率法 

(２)無形固定資産 

定額法( 但し、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基

づく定額法 ) 

 

３．引当金の計上基準 

(１)貸 倒 引 当 金  

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(２)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、１５年による按分額を費用処理しております。数理計

算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間の年数による定額法により、翌事

業年度から費用処理しております。 

(３)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく要支給額を計上しております。 

 

４．リ－ス取引の処理方法 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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５．ヘッジ会計の方法 

(１)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等につ

いては、振当処理を行っております。 

(２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段 

 為替予約取引 

② ヘッジ対象 

 外貨建金銭債権債務 

(３)ヘッジ方針 

為替変動リスクをヘッジする為に、為替予約取引を行っております。 

 

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

（中間貸借対照表関係）

    当中間期     前年中間期       前    期

１． 有形固定資産減価償却累計額 53,940 百万円 55,106 百万円 53,617 百万円

２． 保証債務 26,227 百万円 51,843 百万円 37,398 百万円

（うち保証予約） (     283 百万円） (     21,385 百万円） (     12,261 百万円）

３． 受取手形割引高 － 百万円 8,087 百万円 － 百万円

（中間損益計算書関係）

    当中間期     前年中間期       前    期

１． 減価償却実施額

有 形 固 定 資 産 690 百万円 777 百万円 1,515 百万円

無 形 固 定 資 産 61 百万円 20 百万円 66 百万円

注 記 事 項

 

 


